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平成26年３月25日 

各  位 

会 社 名  エスアールジータカミヤ株式会社 

代表者名  代表取締役社長    髙 宮 一 雅 

         （コード番号２４４５ 東証第二部） 
問合せ先  取締役兼執行役員 

経営企画室長         安 田 秀 樹 
         （TEL．06-6375-3900） 

 
 

アサヒ工業株式会社の株式取得（子会社化）に関するお知らせ 
 
当社は、平成26年３月25日開催の取締役会において、以下のとおり、アサヒ工業株式会社（以下、

「アサヒ工業」といいます。）の全株式を取得し、子会社化することについて決議いたしましたの

で、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式の取得の理由 

当社グループは、建設用仮設機材のレンタルを主たる事業として展開しており、全国各地

に支店、営業所、機材センターを配備するほか、連結子会社11社において仮設機材のレンタ

ル、製造及び販売を行っております。 

一方、アサヒ工業は、ステンレス型枠材を中心に、湾曲した構造物を施工するための特殊な

鋼製型枠材など、コンクリート型枠の販売及びレンタル専業事業者として、安全性・施工性・

省力性に優れた商品を提供し、顧客からの高い評価を得ております。 

また、アサヒ工業はステンレス型枠分野の先駆者として、高い技術開発力や当社にはない海

洋土木・港湾分野への施工実績を有しており、防潮堤建設工事など東北地域の復興工事にも尽

力しております。 

この度のアサヒ工業の子会社化により、当社グループが全国に展開する営業力と同社の持

つ海洋土木・港湾分野へのノウハウとのシナジーを発揮することが可能となります。 

これにより、当社グループでは土木分野での技術提案力が強化され、幅広い顧客ニーズに合

わせた安全性の高いサービスを提供することが可能となり、当社グループの企業価値向上が図

れるものと考えております。 

 

２．異動する子会社（アサヒ工業）の概要 

（１）名 称 アサヒ工業株式会社 

（２）所 在 地 大阪府大阪市平野区加美西二丁目5番3号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 杉本 孝夫 

（４）事 業 内 容 土木・建築用仮設資材の販売及びレンタル 

（５）資 本 金 1,000万円 

（６）設 立 年 月 日 昭和61年12月８日 

（７）大 株 主 杉本 孝夫他個人４名 

（８）上場会社と当該会社との間の関係 

 

資 本 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はありません。 

人 的 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありません。 

取 引 関 係 当社と当該会社との間には、仮設資材のレンタル取引があります。 

 
関連当事者への 

該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、当該会社

の関係者及び関係会社は、当社の関連当事者には該当しません。 
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（９）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態           （単位 千円） 

決 算 期 平成23年９月期 平成24年９月期 平成25年９月期 

純 資 産 82,938 83,043 83,284 

総 資 産 382,127 357,138 357,315 

１株当たり純資産（円） 414,690 415,218 416,420 

売 上 高 185,845 202,463 240,703 

営 業 利 益 △16,940 4,764 6,087 

経 常 利 益 1,051 398 2,065 

当 期 純 利 益 640 105 240 

１株当たり当期純利益（円） 3,203 527 1,202 

１株当たり配当金（円） ― ― ― 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１）氏 名 杉本 孝夫他個人４名 

（２）取 得 株 式 数 200株 

（３）上場会社と当該個人の関係 
当社と当該個人との間には、記載すべき資本関係、取引

関係、人的関係はありません。 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株式数 

  0株 

（議決権の数：     0個） 

（所 有 割 合：     0％） 

（２）取 得 株 式 数 

200株 

（議決権の数：   200個） 

（所 有 割 合：   100％） 

（３）取 得 価 額 無償 

（３）異動後の所有株式数 

200株 

（議決権の数：   200個） 

（所 有 割 合：   100％） 

 

５．日程 

（１）取 締 役 会 決 議 平成26年３月25日 

（２）株 式 取 得 平成26年４月２日（予定） 

 

６．今後の見通し 

平成27年３月期の当社連結業績に与える影響は軽微であります。 

以 上 


